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A

県10/10

地域の医療機関との連携を深め、市民が受ける医療サービスの向上を図る。
島根県より権限移譲を受けた看護師等の免許の申請等の事務を行うことにより、住民サービスの向上を図
る。また故障に伴う伯太保健センターのエアコン取替え工事を行う。

地域医療の現状を広く市民に知らせ、安来地域の医療を守り育てる機運を醸成することを目的とした座談
会を開催する。

【保健衛生総務事業】 2,537,000円 0円 0円 0円 2,537,000円

【地域医療を守る普及啓発事業】 50,000円 0円 0円 0円 50,000円

島根大学医学部地域枠推薦及び安来市の奨学金を受けた者を中心に、安来市の地域医療に対する関心を深
める場として、医療従事者を交えた交流会を開催する。また、医師・薬剤師及び看護職の養成及び確保に
資することを目的とし、安来市出身の医学生・薬学生、看護学生に奨学金を貸与する。平成31年度から新
たに薬学生を奨学金貸与事業の対象として追加し、さらに充実を図る。

成果指標 現状値 目標値

医学生、看護学生奨学制度を活用して市内医療機関等に勤務す
る人の数（累計値）

10 11

将来の医療従事者の確保、育成に向け市内の小中学生を対象として医師、看護師等による講演や医療に関
する図書購入等を通じ医療職を身近に感じる機会とする。

【医師・看護師等確保対策事業】 4,146,000円 0円 0円 0円 4,146,000円

松江圏の二次救急医療機関の運営費と設備整備費を、松江圏救急医療対策協議会を通じて助成することに
よって、松江圏の二次救急医療体制を整備し、市民の安心・安全の確保を図る。

【地域医療教育推進事業】 1,540,000円 1,540,000円 0円 0円 0円

【病院群輪番制運営事業負担金】 2,486,000円 0円 0円 0円 2,486,000円

市民の休日及び夜間の診療体制を確保するため、一般社団法人安来市医師会に休日（日曜日及び祝日）の
在宅当番医制事業を委託する。

【在宅当番医制事業】 3,877,000円 0円 0円 0円 3,877,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.5人役 11,500,500 円 総事業費　　A+B 26,136,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 13,096,000 円

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 14,636,000 円

目
的

市民の健康づくりを支援するため、地域
医療体制と医療機関の施設整備の充実を
図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,540,000 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 保健衛生総務費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費
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A

県2/3

諸収入

子宮頸がん検診受診者数（人） 900 940

乳がん検診受診者数（人） 1,100 1,130

大腸がん検診受診者数（人） 2,000 2,400

肺がん・結核検診受診者数（人） 970 1,100

がん検診の受診率を向上させることにより、がんを早期発見し早期治療につなげ、がんによる死亡を減ら
す。集団がん検診は休日検診、医療機関での個別検診のPRを図る。乳がん集団検診についてはインター
ネット予約の利用促進により、受診者の拡大を図る。

成果指標 現状値 目標値

胃がん検診受診者数（人） 370 500

食育推進体制を充実し、食育推進計画の推進を図る。食と歯の健康づくりをテーマにしたフェスティバル
を開催し、関係機関･団体とのネットワークづくりを進め、より良い食生活の普及啓発を図る。食育推進
の担い手である食生活改善推進員の育成・支援を行うことにより、地域に根付いた活動を広げていく。

【がん対策事業】 30,942,000円 0円 16,000,000円 2,286,000円 12,656,000円

【食育推進事業】 614,000円 0円 0円 0円 614,000円

健康教育、健康相談、訪問指導等により総合的保健活動を実施し、「健康やすぎ２１」の推進を図る。
地域ぐるみの健康づくりを推進するため、交流センター単位にある地区健康推進会議の活動を支援する。
生活保護受給者の特定健診及び特定保健指導について周知し受診を勧奨することにより、メタボリック
シンドロームを予防する。肝炎ウイルス検診については、自己負担金を無料とし、肝炎を早期発見し早期
治療につなげる。糖尿病等の生活習慣病の予防及び重症化予防のため、関係機関及び団体間の連携を充実
強化し取組む。歯周病唾液検査を実施することにより、歯を失う大きな原因となっている歯周疾患の予防
と早期発見・早期治療につなげる。

【健康増進事業】 6,826,000円 1,190,000円 0円 182,000円 5,454,000円

一般財源

人件費コスト  B 5.6人役 42,551,850 円 総事業費　　A+B 80,933,850 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 16,000,000 円

そ　の　他 2,468,000 円

一 般 財 源 18,724,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 38,382,000 円

目
的

健康増進法に基づき、地区健康推進会議
を核として総合的保健活動を推進するこ
とにより、生活習慣病予防及び介護の予
防に努める。財

源
内
訳

国・県支出金 1,190,000 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 健康増進事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課
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国1/2外
県1/4外

基金外

乳幼児健診等で発見された精神発達や運動発達に支援を必要とする乳幼児や、発達に不安を持つ家族及び
関係機関からの相談に対して、専門スタッフによる二次健康診査や発達相談等の支援を行う。

4か月児、9か月児、1歳6か月児、3歳児に対して健康診査を行い、疾病・異常の早期発見・早期対応を行
うとともに、適切な生活習慣づくり、虐待予防及び育児不安の解消のための助言、情報の提供を行う。
3歳児健康診査において、視能訓練士による検査機器を用いた視力検査を導入する。
また、乳幼児健診等母子保健情報の利活用を推進するため、母子保健システムの改修を行い、乳幼児健診
等の情報について、マイナンバー制度を活用した情報提供や市町村間の情報連携の仕組みを構築する。

【発達相談事業】 587,000円 0円 0円 0円 587,000円

乳幼児健診（保健師による問診） 乳幼児健診（栄養相談）

育児不安の大きい出産前後の妊産婦・乳児や養育困難家庭で養育支援の必要性がある保護者に対し、家庭
訪問による子育て相談・育児指導等を行い、虐待予防及び育児不安の解消を図る。
効果的な支援にむけて関係機関との支援体制のあり方を検討し整備を図る。

【乳幼児健診事業】 13,349,000円 3,850,000円 0円 9,006,000円 493,000円

【家庭訪問事業】 1,067,000円 710,000円 0円 0円 357,000円

成果指標 現状値 目標値

出生数（人） 250 250

妊娠の届けをした妊婦への母子健康手帳の交付と妊婦への各種健診受診促進を図り、安心して安全な出産
が迎えられるよう支援を行う。
健康診査は、妊婦（14回）及び1か月児用の受診票を交付し、妊娠中及び出生後1か月の疾病・異常の早期
発見に努めると共に経済的負担を軽減する。

【母子手帳交付及び妊婦・乳児一般健康
診査事業】

27,016,000円 0円 0円 27,000,000円 16,000円

一般財源

人件費コスト  B 4.5人役 34,501,500 円 総事業費　　A+B 91,478,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 40,444,000 円

一 般 財 源 8,068,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 56,977,000 円

目
的

母性と子どもの健康の保持及び増進を図
るため、子どもをすこやかに生み・育て
る環境を整備する。

財
源
内
訳

国・県支出金 8,465,000 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 母子保健事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 子ども未来課



思春期、妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援を提供するため、母子保健検討会を開催し、母子
保健に関する情報共有や事業の円滑な実施について、また子育て世代包括支援センターの設置について協
議し、関係機関との連携を図る。

聴覚障害の早期発見・早期支援のため、新生児期の聴覚スクリーニング検査の費用を一部助成し、経済的
負担の軽減を図り検査の受診促進を図る。

【母子保健推進事業】 2,500,000円 1,870,000円 0円 6,000円 624,000円

風しんの発症・蔓延防止と先天性風しん症候群の発生を予防することにより安心して妊娠・出産できる環
境づくりを図るため、妊娠している女性の夫、1８歳以上５０歳未満の妊娠を希望する夫婦及び女性を対
象として、風しんワクチンの接種費用の一部を助成する。

【新生児聴覚検査費用助成事業】 1,005,000円 0円 0円 0円 1,005,000円

身体の発達が未熟なまま生まれ、入院を必要とする乳児が入院治療を受ける場合に、その費用の一部を給
付することで未熟児の健全な育成を図る。（母子衛生費等負担金：国1/2、県1/4）

【風しん等ワクチン接種費用助成事業】 240,000円 0円 0円 0円 240,000円

【未熟児養育医療給付事業】 2,000,000円 1,186,000円 0円 412,000円 402,000円

少子化対策、子育て支援の一環として、不妊治療を受けている夫婦に対し、治療に要する費用を助成し、
経済的な負担軽減を図る。
一般不妊治療費助成事業として、医療保険が適用となる不妊治療及び人工授精に要した費用の一部を助成
する。
また、特定不妊治療費助成事業として、医療保険が適用されず治療費が高額である体外受精及び顕微授精
に要した費用に対して、島根県特定不妊治療費助成事業による一部助成に上乗せして助成する。

成果指標 現状値 目標値

不妊治療費（一般及び特定）の助成数（人） 80 80

思春期の健康づくりと望まない妊娠の防止、児童虐待防止を視点に、将来のよりよい妊娠・出産・子育て
のため、関係機関との協議の場をもって連携を図り、思春期の生と性を育む健康教育をすすめる。

【不妊治療費助成事業】 7,300,000円 849,000円 0円 4,000,000円 2,451,000円

小学校・保育所（園）・認定こども園・幼稚園で歯の健康を守るため歯科教室や小児期からのむし歯予防
のためフッ化物洗口を実施し、関係機関と連携し、家族・地域への普及啓発を図る。
また、各種歯科保健事業とあわせ食育の推進を図る。
妊娠の届出をされた妊婦に、妊娠中に1回受診票を交付し、歯科検診、歯科相談、ブラッシング指導を行
う。

【思春期保健事業】 170,000円 0円 0円 0円 170,000円

【歯科保健事業】 993,000円 0円 0円 0円 993,000円

妊娠期及び乳幼児期からのより良い生活習慣を身につけるとともに、虐待予防及び育児不安の解消のため
仲間づくりの場として、マタニティ教室、離乳食教室を開催する。
また乳児訪問・乳幼児健診等の相談活動を通じ発見されたリスク家庭や、第1子を子育てしている母親に
対し、臨床心理士、保健師、保育士で、はじめての子育て教室、ほっとひといき講座を開設し、児童虐待
予防の観点からも、閉じこもりがちな養育者の育児不安・ストレスの解消を図る。

成果指標 現状値 目標値

はじめての子育て教室の受講者数（人） 40 40

【各種健康教室事業】 750,000円 0円 0円 20,000円 730,000円
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平成30年度に策定した安来市自死対策計画に基づき、自死対策会議および自死対策庁内連絡会議をもとに
自死対策の推進を図る。具体的には、自死予防キャンペーン及び市民向け研修会の開催、ゲートキーパー
養成講座の実施、相談場所の周知等を行い啓発を図る。

【自死対策事業】 241,000円 0円 0円 0円 241,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.3人役 2,300,100 円 総事業費　　A+B 2,541,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 241,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保健衛生総務費

当 初 予 算 額 241,000 円

目
的

自死対策における地域の基盤整備及び関
係機関との連携、住民への啓発及び人材
育成等生きることの包括的支援を推進
し、誰も自死に追い込まれることのない
安来市を目指す。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 自死対策事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課
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A

基金

新型インフルエンザ等対策に関する検討会の開催及び感染予防の目的として防護キット等の準備を行う。

平成30年からの風しん発生状況を踏まえ、風しんの感染拡大防止のため、国の風しんに対する追加対策に
より、特に抗体保有率が低い39～56歳の男性に対し、風しん抗体検査を実施する。抗体価の低い者には予
防接種法に基づく定期接種として風しん予防接種を実施する。平成34年3月31日までの時限措置である。

【風しん抗体価検査及び予防接種事業】 8,000,000円 0円 0円 0円 8,000,000円

【新型インフルエンザ等対策事業】 164,000円 0円 0円 0円 164,000円

平成31年度継続して65歳、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳になる者及び60歳以上65歳未満
の者で心臓、腎臓若しくは呼吸器の機能又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能に障がいを有する者
を対象に、肺炎の発症予防、重症化予防のため実施する。（任意接種で過去に接種した者及び平成26～30
年度の間に既に定期接種を受けた者は除く）

成果指標 現状値 目標値

　被接種者数（人） 1,600 1,200

【高齢者肺炎球菌感染症予防接種事業】 2,459,000円 0円 0円 2,000,000円 459,000円

被接種者数（人） 6,000 6,100

主として65歳以上の高齢者がインフルエンザに罹患し重症化することを防ぐため、感染症予防法及び予防
接種法等に基づきインフルエンザ予防接種事業を実施する。

成果指標 現状値 目標値

【高齢者季節性インフルエンザ予防接種事業】 22,327,000円 0円 0円 21,000,000円 1,327,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,600,200 円 総事業費　　A+B 37,550,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 23,000,000 円

一 般 財 源 9,950,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 予防費

当 初 予 算 額 32,950,000 円

目
的

高齢者のインフルエンザ、肺炎の発症予
防、重症化予防、蔓延予防　新型インフ
ルエンザ等の感染症対策の推進
風しんの蔓延予防財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 感染症予防事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課



10

10 会計 01

35 款 04

項 01

目 02

A

手数料

　市内各所で狂犬病予防集合注射を実施する。（安来地域：4月、広瀬・伯太地域：5月、補足注射：7月）

　適切な犬の登録管理及び関係機関との連携により、迷い犬の返還を促進する。

　愛護動物の適正飼育を推進するため啓発を行う。

【狂犬病予防事業】 913,000円 0円 0円 913,000円 0円

一般財源

人件費コスト  B 1.0人役 7,667,000 円 総事業費　　A+B 8,580,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 913,000 円

一 般 財 源 0 円

事業進捗度(年度末目標） － 予防費

当 初 予 算 額 913,000 円

目
的

狂犬病の発生を未然に防止するととも
に、動物愛護の啓発・飼育マナーの向上
により快適な生活環境の充実を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 狂犬病予防費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 環境政策課



10

10 会計 01

40 款 04

項 01

目 02

A

子育て支援の充実の一環として、任意予防接種の接種費用を公費負担とし、経済的負担の軽減を図る。
任意接種の中で、特に集団感染の予防に効果的といわれている「おたふくかぜ」の予防接種を対象とし、
接種費用を2回まで全額助成する。

※ただし、子宮頸がん予防ワクチンについては、国の積極的接種勧奨控えに準じた対応を行っている。

【任意予防接種】 4,472,000円 0円 0円 0円 4,472,000円

二種混合 11歳～13歳未満 通年

子宮頸がん予防 小学6年生～高校1年生の年齢に該当する女子 通年

麻しん風しん混合
麻しん、風しん

1期：1歳～2歳未満 通年

2期：幼稚園、保育所等の年長児 通年

水痘 1歳～3歳未満 通年

四種混合 3か月～7歳6か月未満 通年

　不活化ポリオ 3か月～7歳6か月未満 通年

ＢＣＧ 1歳未満 通年

日本脳炎
1期：6か月～7歳6か月未満 通年

2期：9歳～13歳未満 通年

小児用肺炎球菌 2か月～5歳未満 通年

Ｂ型肝炎 1歳未満 通年

ヒブ 2か月～5歳未満 通年

予防接種法に基づき、乳幼児、学童の感染の恐れのある疾病の発生、蔓延の予防及び死亡者の撲滅を図
る。

予防接種名 接種対象 実施時期

【定期予防接種（Ａ類疾病）】 69,390,000円 0円 0円 0円 69,390,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.5人役 3,833,500 円 総事業費　　A+B 77,695,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 73,862,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 予防費

当 初 予 算 額 73,862,000 円

目
的

乳幼児、学童の疾病の流行防止に小児予
防接種事業は効果をもたらし、感染症に
よる患者の発生や死亡者の撲滅を目的す
る。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 小児予防接種事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 子ども未来課



50

40 会計 01

10 款 04

項 01

目 03

A

国

島根県浄化槽普及管理センター負担金

水質保全対策事業補助金（インター工業団地）　2社分

浄化槽設置事業費補助金 （単位：基、円）

基数

2

2

1

1

1

7計 5,712,000

１１～２０人槽 1,164,000 1,164,000

２１～３０人槽 1,953,000 1,953,000

６～７人槽 519,000 1,038,000

８～１０人槽 615,000 615,000

4,000,000円

区　分
高度処理型(豪雪地域)

交付予定額
補助限度額

５人槽 471,000 942,000

【浄化槽設置補助事業費】 6,000,000円 2,000,000円 0円 0円

【水質保全対策事業費】 800,000円 0円 0円 0円 800,000円

【島根県浄化槽普及センター費】 15,000円 0円 0円 0円 15,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 6,815,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 4,815,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 6,815,000 円

目
的

下水道整備が遅れている地域の公共用水
域の水質汚濁解消及び水洗化向上を促
す。

財
源
内
訳

国・県支出金 2,000,000 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 浄化槽普及促進事業費 衛生費

事業開始年度 平成元年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課



50

40 会計 01

20 款 04

項 01

目 03

A

特別会計繰出金費（個別排水処理事業）

50

40 会計 01

25 款 04

項 01

目 03

A

特別会計繰出金費（浄化槽市町村整備推進事業）

50

40 会計 01

30 款 04

項 01

目 03

A

水道事業会計への繰出金費

181,584,000 円

目
的

安来市水道事業に対して経費の一部を負
担することにより経営の安定を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 企業会計負担金費（水道事業） 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 水道管理課

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 181,584,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 181,584,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 80,358,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 80,358,000 円

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 80,358,000 円

目
的

特別会計繰出金費（浄化槽市町村整備推
進事業）

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（浄化槽市町村整備推進事業） 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 11,140,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 11,140,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 11,140,000 円

目
的

特別会計繰出金費（個別排水処理事業）

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（個別排水処理事業） 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課



50

40 会計 01

32 款 04

項 01

目 03

A

　市による水道整備が困難な地域等に居住する個人又は、共同利用により施設を設置する共同体の

　代表者を対象に、飲用井戸事業費に対して補助を行う。

150万円以下 経費の3分の2

150万円を超え250万円以下 経費から50万円を控除した額

250万円超 200万円（限度額）

補助額補助対象経費

【飲料水安定確保対策事業費】 2,000,000円 0円 0円 0円 2,000,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 766,700 円 総事業費　　A+B 2,766,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 2,000,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 2,000,000 円

目
的

水道施設の整備が困難な地域等におい
て、飲料水その他の生活に必要な水の確
保を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 飲料水安定確保対策事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 環境政策課



60

10 会計 01

15 款 04

項 01

目 03

A

　地球温暖化対策の推進を目的に、安来市地球温暖化対策地域協議会と連携し、市内児童を対象とした環境イラ

　ストコンテストの開催をはじめ、市民、事業者に向けた普及啓発を図る。

　水環境の保全活動を推進する市内の団体を支援し、環境に配慮した地域づくりを推進するとともに河川水質検

　査等を実施し、水環境の保全を図る。

（水環境保全事業補助金）

　補助対象経費に2/3を乗じて得た額として20万円を限度とする。

※現状値は平成29年度の値

※COD（化学的酸素要求量）とは湖沼や海域における水中の有機物量を示す代表的な指標。数値が大きい

　ほど汚れが多いことを示す。上記の数値は中海における測定による値。

　公害防止に関する啓発、自動車騒音監視測定等を実施する。

　老朽管更新事業出資金等

　①平成7年度老朽管更新事業の上積事業費1/4に係る平成31年度一般会計出資金

　②平成8年度未普及地域配水管整備事業起債額に係る平成31年度一般会計出資金

1,523,000円

【その他】 4,917,000円 0円 0円 0円 4,917,000円

ＣＯＤ（mg/L）（中海） 4.9 4.8

【公害防止対策事業】 1,523,000円 0円 0円 0円

成果指標 現状値 目標値

【水環境保全事業】 2,917,000円 0円 0円 0円 2,917,000円

【地球温暖化対策事業】 1,379,000円 0円 0円 0円 1,379,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.9人役 14,567,300 円 総事業費　　A+B 25,303,300 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 10,736,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 10,736,000 円

目
的

地球温暖化対策、自然環境の保全、公害
対策の実施により周辺環境の保全を図
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 自然環境の保全
予
算
科
目

一般会計

小事業 環境保全費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



60

20 会計 01

10 款 04

項 01

目 03

A

県

　再生可能エネルギーの普及をはじめ、広く環境保全の推進を目的に「やすぎ環境フェア」を開催する。

　太陽光発電システム等、太陽熱利用設備（ソーラーシステム）の設置費を補助し、再生可能エネルギーの普

　及促進による温室効果ガス削減を図る。

（太陽光発電システム等設置費補助金）

　太陽光発電システム：太陽電池の最大出力に1kwあたり1万円を乗じて得た額とし、4万円を限度とする。（県

　費のみ）

　蓄電池設備：1件あたり10万円とする（設置経費が10万円より少ない場合は、その金額を限度とする）。ただ

　し、太陽光発電システムと同時設置するものに限る。（県費のみ）

（太陽熱利用設備設置費補助金）

　補助対象経費に1/2を乗じて得た額とし、30万円を限度とする。（県費のみ）

※目標値は、平成32年の値。

※国の最新の統計をもとに算定しているため、現状値は平成27年の値。

市内温室効果ガス排出量削減（1990年基準比）（%） △4.9 12

成果指標 現状値 目標値

【再生可能エネルギー普及事業】 4,900,000円 2,400,000円 0円 0円 2,500,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.5人役 11,500,500 円 総事業費　　A+B 16,400,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 2,500,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 環境衛生費

当 初 予 算 額 4,900,000 円

目
的

再生可能エネルギーの普及促進を図り、
温室効果ガス削減による地球温暖化防止
を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 2,400,000 円

中事業 再生可能エネルギーの利用
予
算
科
目

一般会計

小事業 再生可能エネルギー推進費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課
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20 会計 01

10 款 04

項 01

目 04

A

使用料外

　　安来市斎場である独松山霊苑の火葬施設、式場及びその他の付属施設の管理・運営事業

　　火葬業務のみ委託を行う。

　主なもの

　　工事請負費

・火葬炉設備修繕                5,000,000円

    火葬業務委託料

・委託期間　　平成31年4月1日～平成34年3月31日

・委託金額　　年額  12,764,000円(H32、H33は12,881,000円)

・事　　項　　安来市斎場「独松山霊苑」火葬業務委託

・遺体の火葬

・手術肢体、胎盤等の焼却

・式場、霊安室、和室の利用

人件費コスト  B 0.7人役 5,366,900 円 総事業費　　A+B 32,918,900 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 11,372,000 円

一 般 財 源 16,180,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 火葬場費

当 初 予 算 額 27,552,000 円

目
的

公衆衛生・公共の福祉の見地から火葬業
務の管理、運営を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 火葬場費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 市民課



10

10 会計 01

45 款 04

項 01

目 05

A

10

10 会計 01

50 款 04

項 01

目 05

A

総務省による新公立病院改革ガイドラインに基づき、平成２８年度に策定した「安来市立病院新改革プラ
ン」で定めた繰出基準に基づき算定した負担金を支出する。

1,533,400 円 総事業費　　A+B 699,533,400 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

安定した医療提供を行うため、安来市立病院の今後の担う役割、診療機能等について関係機関・団体を委
員とした検討委員会（仮称）を設置し、業務委託による現状分析、課題等をもとに検討する。

【安来市立病院経営・整備検討事業】 10,000,000円 0円 0円 0円 10,000,000円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 698,000,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 病院・診療所費

当 初 予 算 額 698,000,000 円

目
的

市民の健康づくりを支援するため、地域
医療体制と医療機関の施設設備の充実を
図る。市立病院の経営健全化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

【安来市立病院事業会計負担金】 688,000,000円 0円 0円 0円 688,000,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.2人役

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 企業会計負担金費（病院事業） 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課

地　方　債 0 円

中山間地の医療を提供するため、赤屋、井尻、安田の公設診療所を民営で開設、運営しており、3施設を
適切に管理、維持する。

【診療所管理事業】 73,000円 0円 0円 0円 73,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 766,700 円 総事業費　　A+B 839,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 73,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 病院・診療所費

当 初 予 算 額 73,000 円

目
的

地域の住民が必要とする医療サービスを
提供するため、診療所の施設･設備を適切
に管理する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 市民の健康づくりの推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 診療所費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 保健衛生費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 いきいき健康課



60

30 会計 01

10 款 04

項 02

目 02

A

手数料

　市内で排出された一般廃棄物の円滑な収集及び運搬を行う。

　不法投棄パトロールを実施し、不法投棄の未然防止を図る。

　円滑なごみ収集を実施するために集積場化を推進し、自治会が設置する集積場の整備費を補助する。

　　　補助金の額　　　補助対象経費の1/2

　　　　　　　　　　　補助限度額　　　5世帯以上9世帯以下　　　　50,000円　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　10世帯以上14世帯以下　　   100,000円　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　15世帯以上　　　　　　　　 150,000円　　　　　　　　　

　　集積場補助事業活用による自治会の集積場

　　設置整備

　ごみ収集の効率化及びごみ減量化を図るため、分別の手引きの改訂を行い、全戸配布する。

市内不法投棄の状況

【廃棄物集積場設置整備費補助事業】 1,200,000円 0円 0円 0円 1,200,000円

【分別の手引き作成業務】 3,685,000円 0円 0円 0円 3,685,000円

分別の手引き

【一般廃棄物収集運搬事業】 148,420,000円 0円 0円 49,414,000円 99,006,000円

総事業費　　A+B 164,038,800 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 49,414,000 円

一 般 財 源 103,891,000 円

人件費コスト  B 1.4人役 10,733,800 円

当 初 予 算 額 153,305,000 円

目
的

一般廃棄物の円滑な収集運搬、地域の清
掃活動の支援を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 ごみ収集事業費

予算に関する説明書ページ数 P53



60

30 会計 01

15 款 04

項 02

目 02

A

手数料

　清瀬クリーンセンター積替え施設の運営管理、可燃ごみの焼却処理委託業務を行う。

　・施設管理運営費 　　　　　　　　　　 （事業費：  6,097,000円）

　・可燃ごみ焼却処理等委託料 （事業費：285,711,000円）

60

30 会計 01

20 款 04

項 02

目 02

A

手数料

　市内3ヵ所の不燃ごみ処理施設の運営管理、中間処理委託業務を行う。

　　高尾クリーンセンター 不燃物の受入、ビンの選別、粗大ごみ及び金属類の選別・破砕処理

　　広瀬一般廃棄物最終処分場 不燃物の受入、缶類の選別処理

　　伯太一般廃棄物最終処分場 不燃物の受入

　　・施設管理運営費　　　　　　　　　　　（事業費：10,252,000円）

　　・不燃ごみ処理施設業務委託料　　　　　（事業費：38,588,000円）

【不燃ごみ処理施設運営事業】 48,840,000円 0円 0円 2,160,000円 46,680,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,600,200 円 総事業費　　A+B 53,440,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,160,000 円

一 般 財 源 46,680,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 48,840,000 円

目
的

不燃ごみ処理施設を管理運営し、埋立ご
みの減量化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 不燃ごみ処理施設運営費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課

【可燃ごみ処理施設運営事業】 291,808,000円 0円 0円 39,000,000円 252,808,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.8人役 6,133,600 円 総事業費　　A+B 297,941,600 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 39,000,000 円

一 般 財 源 252,808,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 291,808,000 円

目
的

可燃ごみ積替え施設を管理運営し、可燃
ごみの適正処理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 可燃ごみ処理施設運営費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



60

30 会計 01

25 款 04

項 02

目 02

A

　並びに浸出水の適正処理を行う。

　広瀬一般廃棄物最終処分場、伯太一般廃棄物最終処分場及びクリーンセンター穂日島の埋立処分場の管理運営

【最終処分場運営事業】 11,374,000円 0円 0円 0円 11,374,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,600,200 円 総事業費　　A+B 15,974,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 11,374,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 11,374,000 円

目
的

最終処分場を管理運営し、浸出水の適正
処理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 最終処分場運営費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



60

30 会計 01

30 款 04

項 02

目 02

A

手数料外

　リサイクルの推進を図るため、廃棄物の再資源化処理を行う。

　ごみ収集指定袋を作成し、販売店を通じて販売を行う。

ごみ排出量の削減　県内平均値　948g/人日（H25） 738g/人日 730g/人日

リサイクル率の向上　県内平均値　25.2％（H25）　 23.1% 28.0%

成果指標 現状値 目標値

ごみ収集指定袋（左：燃やすごみ・右：分別ごみ）

【資源ごみ再生処理事業】 49,747,000円 0円 0円 20,850,000円 28,897,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.3人役 9,967,100 円 総事業費　　A+B 59,714,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 20,850,000 円

一 般 財 源 28,897,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 49,747,000 円

目
的

ごみの減量化、資源化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 ごみ減量化・資源化推進費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



60

30 会計 01

35 款 04

項 02

目 02

A

基金

　び廃棄物の適正処理を図る。

　・各廃棄物処理施設整備工事費　　（事業費： 5,000,000円）

50

40 会計 01

35 款 04

項 02

目 03

A

使用料外

　コミュニティ・プラント施設の維持管理を行う。

処理施設　1箇所（福頼団地）

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 2,600,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 802,000 円

一 般 財 源 1,798,000 円

事業進捗度(年度末目標） － し尿処理費

当 初 予 算 額 2,600,000 円

目
的

汚水処理施設（コミプラ）の定期的な維
持管理により下水道事業の経営安定に資
する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 コミュニティ・プラント運営費 衛生費

事業開始年度 平成25年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課

　各廃棄物処理施設の改修を順次実施することにより、処理業務の統合を含めた経済的かつ効率的な施設運営及

【廃棄物処理施設運営事業】 5,720,000円 0円 0円 5,000,000円 720,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,600,200 円 総事業費　　A+B 10,320,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 5,000,000 円

一 般 財 源 720,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 塵芥処理費

当 初 予 算 額 5,720,000 円

目
的

各廃棄物処理施設の施設整備を実施する
ことで、経済的かつ効率的な施設運営及
び廃棄物の適正処理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 循環型社会の形成
予
算
科
目

一般会計

小事業 廃棄物処理施設整備事業費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 自然・環境保全 担当部署 環境政策課



50

40 会計 01

40 款 04

項 02

目 03

A

　・包括的運営管理委託料（91,560,000円）

　対仙浄園汚泥再生処理センターの施設運営を５年間（平成28～32年度）の包括的運営管理委託とし、長期的

　な経費の節減を図るとともに、維持管理の効率化及び安定した適正処理を図る。

【し尿処理施設運営事業】 105,463,000円 0円 0円 0円 105,463,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.4人役 3,066,800 円 総事業費　　A+B 108,529,800 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 105,463,000 円

事業進捗度(年度末目標） － し尿処理費

当 初 予 算 額 105,463,000 円

目
的

し尿処理施設の適正管理を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 し尿処理施設運営費 衛生費

事業開始年度 平成31年度 清掃費

予算に関する説明書ページ数 P53

大事業 都市基盤・生活 担当部署 環境政策課


